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  運用報告書（全体版） 

地球温暖化対策株式ファンド 

 

愛称：青い地球 

 
 

第33期（決算日：2016年５月12日） 

第34期（決算日：2016年８月12日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、お手持ちの「地球温暖化対策株式ファンド

（愛称：青い地球）」は、去る８月12日に第34期の決

算を行いましたので、法令に基づいて第33期～第34

期の運用状況をまとめてご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

商品分類 追加型投信／内外／株式 

信託期間 無期限（2008年３月12日設定） 

運用方針 

主として円建ての外国投資信託であるＫＢＩ
エコ・クライメット・チェンジ・ファンドおよ
び証券投資信託である日本短期債券マザー
ファンドの投資信託証券への投資を通じて、
世界（含む日本）の地球温暖化対策関連企業
の株式に実質的な投資を行います。実質的な
組入外貨建資産については、原則として為替
ヘッジを行いません。 

主要運用対象 

地球温暖化 
対 策 株 式 
フ ァ ン ド 

ＫＢＩエコ・クライメット・チェ
ンジ・ファンドおよび日本短期債
券マザーファンドの投資信託証
券を主要投資対象とします。 

ＫＢＩエコ・ 
クライメット・ 
チ ェ ン ジ ・ 
フ ァ ン ド 

主として世界（含む日本）の地球
温暖化対策関連企業の株式を主
要投資対象とします。原則として
為替ヘッジは行いません。 

日本短期債券 
マザーファンド 

わが国の公社債・金融商品を主要
投資対象とします。 
外貨建資産への投資は行いません。

主な組入制限 
株式への直接投資は行いません。 
投資信託証券への投資割合に制限を設けません。
外貨建資産への直接投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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当ファンドの仕組みは次の通りです。
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地球温暖化対策株式ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近10期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額

債   券
組 入 比 率

債   券
先 物 比 率

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

25期(2014年５月12日) 8,106 0 △ 1.5 0.1 － 97.8 835

26期(2014年８月12日) 8,180 0 0.9 0.1 － 98.1 811

27期(2014年11月12日) 8,613 0 5.3 0.1 － 98.1 807

28期(2015年２月12日) 8,494 0 △ 1.4 0.1 － 97.9 760

29期(2015年５月12日) 9,356 0 10.1 0.1 － 98.0 763

30期(2015年８月12日) 8,669 0 △ 7.3 0.2 － 98.5 664

31期(2015年11月12日) 8,114 0 △ 6.4 0.2 － 98.1 618

32期(2016年２月12日) 6,751 0 △16.8 0.2 － 97.4 512

33期(2016年５月12日) 7,257 0 7.5 0.2 － 97.4 541

34期(2016年８月12日) 6,784 0 △ 6.5 0.2 － 98.0 503
 

（注） 当ファンドの基準価額は、投資対象とする投資信託証券については、前営業日の基準価額を基に計算しております。 

（注） 当ファンドは、投資信託証券への投資を行い、信託財産の成長をめざすことを目標としておりますが、特定の指数を上回るまたは連動

をめざした運用を行っていないため、また、値動きを表す適切な指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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地球温暖化対策株式ファンド

○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 債   券

組 入 比 率
債   券 
先 物 比 率 

投 資 信 託
証   券
組 入 比 率 騰 落 率

第33期 

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％

2016年２月12日 6,751 － 0.2 － 97.4

２月末 7,127 5.6 0.2 － 98.1

３月末 7,636 13.1 0.2 － 98.0

４月末 7,740 14.6 0.2 － 97.6

(期  末)  

2016年５月12日 7,257 7.5 0.2 － 97.4

第34期 

(期  首)  

2016年５月12日 7,257 － 0.2 － 97.4

５月末 7,458 2.8 0.2 － 97.7

６月末 6,662 △ 8.2 0.2 － 97.8

７月末 7,111 △ 2.0 0.2 － 98.0

(期  末)  

2016年８月12日 6,784 △ 6.5 0.2 － 98.0
 

（注） 当ファンドの基準価額は、投資対象とする投資信託証券については、前営業日の基準価額を基に計算しております。 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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地球温暖化対策株式ファンド

○１万口当たりの費用明細 (2016年２月13日～2016年８月12日) 

項 目 
第33期～第34期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 42  0.580 (a)信託報酬＝作成期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （作成期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） ( 9)  (0.129) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (31)  (0.430) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 2)  (0.021) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（b） そ の 他 費 用 0   0.001  (b)その他費用＝作成期中のその他費用÷作成期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.001) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 （ そ の 他 ） ( 0)  (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 42   0.581   

作成期中の平均基準価額は、7,289円です。  

 
（注） 作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し

た結果です。 

（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） その他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（マザーファンドを除く。）が支払った費用を含みません。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ご

とに小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年２月13日～2016年８月12日) 

 

 

銘 柄 
第33期～第34期 

買 付 売 付 
口 数 金 額 口 数 金 額 

国 
内 

 千口 千円 千口 千円 
ＫＢＩエコ・クライメット・チェンジ・ファンド 0.5 4,122 1 11,309 

 
（注） 金額は受渡代金。 
   

投資信託証券 
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地球温暖化対策株式ファンド

○利害関係人との取引状況等 (2016年２月13日～2016年８月12日) 

 

＜地球温暖化対策株式ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜日本短期債券マザーファンド＞ 

区       分 

第33期～第34期 

買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 1,340 308 23.0 2,175 324 14.9

平均保有割合 0.0%   
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 

 

 

＜日本短期債券マザーファンド＞ 

種       類 
第33期～第34期 

買 付 額 売 付 額 第34期末保有額 

 百万円 百万円 百万円
公社債 206 203 206 

 
 
 

 

＜日本短期債券マザーファンド＞ 

種     類 
第33期～第34期 

買 付 額 

 百万円
公社債 200

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、アコムです。 
 
  

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 
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地球温暖化対策株式ファンド

○自社による当ファンドの設定・解約状況  

作成期首残高(元本) 当作成期設定元本 当作成期解約元本 作成期末残高(元本) 取引の理由 

百万円 百万円 百万円 百万円  
105 － － 105 当初設定時における取得 

 

○組入資産の明細 (2016年８月12日現在) 

 

銘 柄 
第32期末 第34期末 

口 数 口 数 評 価 額 比 率 

 千口 千口 千円 ％

ＫＢＩエコ・クライメット・チェンジ・ファンド 68 67 493,693 98.0

合 計 68 67 493,693 98.0
 

（注） 比率は地球温暖化対策株式ファンドの純資産総額に対する比率。 

 

 

銘 柄 
第32期末 第34期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円

日本短期債券マザーファンド 946 946 1,054
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2016年８月12日現在) 

項 目 
第34期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

投資信託受益証券 493,693 97.7

日本短期債券マザーファンド 1,054 0.2

コール・ローン等、その他 10,743 2.1

投資信託財産総額 505,490 100.0
 
 
 

  

親投資信託残高 
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地球温暖化対策株式ファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第33期末 第34期末 

2016年５月12日現在 2016年８月12日現在 

  円 円

(A) 資産 543,031,945  505,490,890  

 コール・ローン等 14,743,980  10,742,919  

 投資信託受益証券(評価額) 527,233,140  493,693,620  

 日本短期債券マザーファンド(評価額) 1,054,825  1,054,351  

(B) 負債 1,661,258  1,595,056  

 未払解約金 76,859  45,785  

 未払信託報酬 1,580,289  1,545,287  

 未払利息 29  13  

 その他未払費用 4,081  3,971  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 541,370,687  503,895,834  

 元本 745,970,358  742,812,405  

 次期繰越損益金 △204,599,671  △238,916,571  

(D) 受益権総口数 745,970,358口 742,812,405口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 7,257円 6,784円
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地球温暖化対策株式ファンド

○損益の状況 

項 目 
第33期 第34期 

2016年２月13日～ 
2016年５月12日 

2016年５月13日～ 
2016年８月12日 

  円 円

(A) 配当等収益 5,202,904  △      1,505  

 受取配当金 5,203,477  －  

 受取利息 79  23  

 支払利息 △        652  △      1,528  

(B) 有価証券売買損益 33,925,074  △ 33,512,042  

 売買益 34,856,941  87,857  

 売買損 △    931,867  △ 33,599,899  

(C) 信託報酬等 △  1,584,370  △  1,549,258  

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 37,543,608  △ 35,062,805  

(E) 前期繰越損益金 △157,089,612  △118,184,429  

(F) 追加信託差損益金 △ 85,053,667  △ 85,669,337  

 (配当等相当額) (    5,348,912) (    5,607,305) 

 (売買損益相当額) (△ 90,402,579) (△ 91,276,642) 

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △204,599,671  △238,916,571  

(H) 収益分配金 0  0  

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △204,599,671  △238,916,571  

 追加信託差損益金 △ 85,053,667  △ 85,669,337  

 (配当等相当額) (    5,348,912) (    5,607,306) 

 (売買損益相当額) (△ 90,402,579) (△ 91,276,643) 

 分配準備積立金 39,270,996  38,823,720  

 繰越損益金 △158,817,000  △192,070,954  
 

（注） (B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

＜注記事項＞ 

①作成期首（前作成期末）元本額 759,393,294円 

作成期中追加設定元本額 10,100,607円 

作成期中一部解約元本額 26,681,496円 

また、１口当たり純資産額は、作成期末0.6784円です。 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は238,916,571円です。 

③分配金の計算過程 

項 目 
2016年２月13日～ 
2016年５月12日 

2016年５月13日～ 
2016年８月12日 

費用控除後の配当等収益額 4,994,225円 －円

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円 －円

収益調整金額 5,348,912円 5,607,306円

分配準備積立金額 34,276,771円 38,823,720円

当ファンドの分配対象収益額 44,619,908円 44,431,026円

１万口当たり収益分配対象額 598円 598円

１万口当たり分配金額 －円 －円

収益分配金金額 －円 －円
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地球温暖化対策株式ファンド

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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地球温暖化対策株式ファンド

○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2016年８月12日現在) 

＜日本短期債券マザーファンド＞ 
 下記は、日本短期債券マザーファンド全体(2,253,122千口)の内容です。 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

第34期末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

金融債券 
200,000 201,057 8.0 － － 4.0 4.0 

(  200,000) (  201,057) ( 8.0) (－) (－) ( 4.0) ( 4.0)

普通社債券 
2,200,000 2,231,915 89.0 － － 52.9 36.0 

(2,200,000) (2,231,915) (89.0) (－) (－) (52.9) (36.0)

合 計 
2,400,000 2,432,972 97.0 － － 56.9 40.0 

(2,400,000) (2,432,972) (97.0) (－) (－) (56.9) (40.0)
 

（注） ( )内は非上場債で内書き。 

（注） 組入比率は、親投資信託の純資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

  

国内公社債 
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地球温暖化対策株式ファンド

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
第34期末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
金融債券 ％ 千円 千円  
第284回信金中金債 0.4 100,000 100,759 2018/７/27 
第187号商工債券（３年） 0.16 100,000 100,298 2018/８/27 

小 計 200,000 201,057  
普通社債券   
第416回九州電力 0.661 100,000 100,186 2016/12/22 
第316回北海道電力 1.164 100,000 103,522 2020/６/25 
第17回積水ハウス 0.125 100,000 100,032 2018/４/20 
第10回セブン＆アイ・ホールディングス 0.15 100,000 100,090 2018/６/20 
第３回楽天 0.07 100,000 99,706 2019/６/25 
第29回丸井 0.05 100,000 99,976 2019/８/16 
第28回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後特約付） 1.56 100,000 105,684 2021/１/20 
第６回りそな銀行（劣後特約付） 2.084 100,000 106,271 2020/３/４ 
第23回三井住友銀行（劣後特約付） 1.61 100,000 105,745 2020/12/17 
第14回みずほ銀行（劣後特約付） 2.14 100,000 105,803 2019/９/27 
第38回日産フィナンシャルサービス 0.001 100,000 99,540 2019/６/20 
第67回アコム 0.5 100,000 100,424 2019/６/６ 
第138回オリックス 1.69 100,000 101,634 2017/８/25 
第43回野村ホールディングス 0.454 100,000 100,827 2019/２/25 
第１回ファーストリテイリング 0.11 100,000 100,030 2018/12/18 
第16回フランス相互信用連合銀行 0.269 100,000 100,074 2018/10/15 
第12回ポスコ（2013） 0.93 100,000 100,175 2016/12/９ 
第23回ＧＥキャピタルコーポレーション 0.45 100,000 100,023 2016/９/20 
第９回ゴールドマン・サックス・グループ・インク 2.11 100,000 100,724 2016/12/28 
第９回モルガン・スタンレー 0.557 100,000 100,526 2018/５/22 
第17回ルノー 0.75 100,000 100,785 2018/11/26 
第11回現代キャピタル・サービシズ・インク 0.52 100,000 100,138 2017/10/30 

小 計 2,200,000 2,231,915  
合 計 2,400,000 2,432,972  
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ＫＢＩエコ・クライメット・チェンジ・ファンド

ＫＢＩエコ・クライメット・チェンジ・ファンド 

決算日 2016年２月29日 

[計算期間：2015年３月１日～2016年２月29日] 
 
 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
  
形 態 アイルランド籍オープンエンド契約型外国投信（円建て） 

フ ァ ン ド の 目 的 主として世界（含む日本）の地球温暖化対策関連企業の株式を実質的な投資対象とし、信託財産の成長を目指します。 

主 な 投 資 対 象 世界（日本を含む）の地球温暖化対策関連企業の株式 

設 定 日 2008年３月12日 

決 算 日 原則として２月28日 

投 資 運 用 会 社
クラインウォート・ベンソン・インベスターズ（ダブリン）リミテッド 

Kleinwort Benson Investors Dublin Limited 

信 託 報 酬 等 純資産総額の年0.67％以内（運用報酬：年0.605％、管理報酬：年0.065％以内） 

分 配 方 針
原則として、配当等収益および売買益（含む評価益）等より、年４回分配を行う方針であり、これらを超過する分配は行い

ません。 

ご参考として掲載されている当ファンドの損益計算書及び投資有価証券明細表は、2016年２月29日の現地Financial Statementsからの抜粋
であり、現地の会計基準に基づき作成され、監査を受けたものです。 

 

 

損益計算書 

至2016年２月29日 
至2016年２月29日 

日本円 

収益 

営業収益 18,583,368

フェア・バリューでの損益の金融資産純損失 (134,561,076)

純為替損 (    705,935)

投資費用合計 (116,683,643)

 

営業費用 (  8,027,056)

 

金融費用控除前純利益 (124,710,699)

 

金融費用 

買戻し可能利益参加型株式保有者への配当 (  3,340,560)

フェア・バリューでの損益ではない金融負債金利費用 (      6,584)

還付請求不可の源泉徴収税 (  1,954,341)

 

ディーリング・プライスのオペレーションによる買戻し可能利益参加型株式保有者に起因する純資産の減少 (130,012,184)
 
ファンドのユニット買戻し可能利益参加型株式保有に起因する純資産の減少以外に、当該期間に認識された利益・損失はありません。決算

結果に至るまでの当会計期間中、上記全ての金額はファンド運営に関係したものです。 
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ＫＢＩエコ・クライメット・チェンジ・ファンド

投資明細書 

2016年２月29日時点 
 
括弧内は2015年２月28日時点の相当国保有率を示す 

  フェア・バリューによる金融資産損益  
フェア・バリュー 

日本円 
 

純資産比率

(％)

  株式: 99.75％ (2015: 100.59％)    

      

  Austria: 2.25％ (2015: 3.44％)  11,862,271  2.25

  Bermuda: 1.62％ (2015: 2.10％)  8,559,086  1.62

  Canada: 12.65％ (2015: 11.04％)  66,678,236  12.65

  Cayman Islands: 5.76％ (2015: 3.36％)  30,382,456  5.76

  France: 1.97％ (2015: 0.00％)  10,376,222  1.97

  Germany: 4.85％ (2015: 5.74％)  25,568,344  4.85

  Guernsey: 2.17％ (2015: 2.04％)  11,453,332  2.17

  Ireland: 5.40％ (2015: 4.20％)  28,505,481  5.40

  Isle of Man: 0.00％ (2015: 0.97％)  －  －

  Italy: 0.94％ (2015: 1.14％)  4,964,201  0.94

  Japan: 0.00％ (2015: 1.91％)  －  －

  Jersey: 1.64％ (2015: 3.02％)  8,625,375  1.64

  Netherlands: 1.10％ (2015: 1.67％)  5,783,038  1.10

  People's Republic of China: 1.63％ (2015: 3.15％)  8,622,230  1.63

  Philippines: 1.05％ (2015: 0.00％)  5,539,492  1.05

  Spain: 5.17％ (2015: 3.78％)  27,268,663  5.17

  Switzerland: 0.00％ (2015: 1.26％)  －  －

  Taiwan: 0.00％ (2015: 1.78％)  －  －

  United Kingdom: 4.95％ (2015: 7.55％)  26,112,694  4.95

  United States: 46.60％ (2015: 42.44％)  245,708,844  46.60

      

  株式合計  526,009,965  99.75

      

  投資合計額  526,009,965  99.75

      

  現金および現金同等物*  989,853  0.19

      

  その他純資産  310,649  0.06

      

  買戻し可能利益参加型株式保有者に起因する純資産  527,310,467  100.00
 
*すべての現金保有はNorthern Trust Company, London Branchに保管されております。 

 

― 19 ―

04_642833_添付ファンド.indd   19 2016/09/14   10:02:59



品 名：90003_968114_018_05_日本短期債券マザーファンド_640062.docx 

日 時：2016/9/1 16:31:00 

ページ：1 

 

 

― 1 ― 

日本短期債券マザーファンド968114 

 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
短 期 イ ン デ ッ ク ス 債   券

組 入 比 率
債   券 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額

 
期 中
騰 落 率

 
期 中
騰 落 率

 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

14期(2012年７月23日) 10,992 0.7 234.25 0.5 97.7 － 7,041

15期(2013年７月22日) 11,028 0.3 234.61 0.2 98.2 － 6,509

16期(2014年７月22日) 11,076 0.4 235.35 0.3 99.0 － 12,003

17期(2015年７月22日) 11,106 0.3 235.80 0.2 98.5 － 7,875

18期(2016年７月22日) 11,161 0.5 236.97 0.5 94.1 － 2,486
 

（注） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスとは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスのサブインデックスで、残存期間１年から３年

の債券で構成されています。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスは、野村證券株式会社が発表しているわが国の代表的な債券パ

フォーマンスインデックスで、国債の他、地方債、政府保証債、金融債、事業債および円建外債等で構成されており、ポートフォリオ

の投資収益率・利回り・クーポン・デュレーション等の各指標が日々公表されます。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスおよび

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスは野村證券株式会社の知的財産であり、当ファンドの運用成果に関し野村證券株式会社は一切

関係ありません。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

日本短期債券マザーファンド 

《第18期》決算日2016年７月22日 

[計算期間：2015年７月23日～2016年７月22日] 

「日本短期債券マザーファンド」は、７月22日に第18期の決算を行いました。 

以下、法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの第18期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

運 用 方 針 

わが国の公社債・金融商品を主要投資対象とし、ポートフォリオのデュレーション調整
と銘柄選択による収益獲得をめざして運用を行います。ポートフォリオのデュレーショ
ンはベンチマークの平均を中心に調整します。デュレーション調整は主としてファンダ
メンタルズ分析に基づく中期的な金利見通しに沿って行います。銘柄選択は信用リスク
と金利スプレッドを定量的・定性的に分析して行います。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期イ
ンデックスをベンチマークとし、同指数を上回る投資成果をめざして運用を行います。

主 要 運 用 対 象 わが国の公社債・金融商品を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 
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日本短期債券マザーファンド

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額

Ｎ Ｏ Ｍ Ｕ Ｒ Ａ － Ｂ Ｐ Ｉ
短 期 イ ン デ ッ ク ス 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率

 騰 落 率  騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％

2015年７月22日 11,106 － 235.80 － 98.5 －

７月末 11,107 0.0 235.81 0.0 98.3 －

８月末 11,110 0.0 235.82 0.0 98.4 －

９月末 11,110 0.0 235.80 △0.0 97.5 －

10月末 11,111 0.0 235.82 0.0 97.9 －

11月末 11,114 0.1 235.90 0.0 98.5 －

12月末 11,116 0.1 236.00 0.1 98.7 －

2016年１月末 11,122 0.1 236.23 0.2 98.1 －

２月末 11,137 0.3 236.82 0.4 97.0 －

３月末 11,130 0.2 236.62 0.3 97.1 －

４月末 11,132 0.2 236.72 0.4 98.8 －

５月末 11,140 0.3 236.69 0.4 95.2 －

６月末 11,152 0.4 236.88 0.5 95.2 －

(期  末)   

2016年７月22日 11,161 0.5 236.97 0.5 94.1 －
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○運用経過 
●当期中の基準価額等の推移について 

◎基準価額の動き 
基準価額は期首に比べ0.5％の上昇となりました。 

 

◎ベンチマークとの差異 
ファンドの騰落率は、ベンチマーク（ＮＯＭＵＲＡ－

ＢＰＩ短期インデックス）の騰落率（0.5％）をわ

ずかながらも下回りました。 

 

  
（注） ベンチマークは期首の値をファンド基準価額と同一になるよ

う指数化しています。 
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日本短期債券マザーファンド

●投資環境について 

◎国内短期債券市況 
・中国株式市況急落などを受けた中国の景気減速

懸念や商品市況の低迷に加え、2015年12月中旬

に日銀が「量的・質的金融緩和」を補完するた

めの措置を導入したことなどを背景に、国内金

利は低下（債券価格は上昇）基調で推移しまし

た。さらに、2016年１月末に日銀が「マイナス

金利付き量的・質的金融緩和」を導入した局面

で国内金利は急低下し、期末にかけて短期ゾー

ンはマイナス金利で推移しました。こうしたな

か、事業債の国債とのスプレッド（利回り格差）

は、１月までは横ばい圏で推移しましたが、マ

イナス金利の導入を受けて急拡大しました。そ

の後、６月下旬には英国のＥＵ（欧州連合）離

脱を巡る国民投票で離脱派が勝利したことから

世界的に先行き不透明感が広がり、投資家のリ

スク回避姿勢が強まったことなどから一部の銘

柄がさらに拡大しました。 

 

●当該投資信託のポートフォリオについて 

◎組入比率 
・期を通じて高位組み入れを維持しました。 

 

◎債券種別構成 
・国内金利の低位安定推移を見込み、利回り向上

の観点から一般債をオーバーウェイト（投資比

率を基準となる配分比率より多くすること）と

しました。 

 

◎デュレーション（平均回収期間や金利感応度） 

・国内金利は中期ゾーンの金利上昇余地が乏しい

と判断し、デュレーションをベンチマーク対比

で中立としましたが、2015年12月には金利低下

余地が限定的と判断したことから、デュレー

ションをベンチマーク対比で短めとしました。

その後、2016年４月に短期金利は横ばい圏で推

移すると判断し中立としました。 

 

◎残存期間構成 
・デュレーションをベンチマーク対比で中立にし

た局面において、中期ゾーンの金利低下余地を

見込み同ゾーンをオーバーウェイトとしました。

その後、短めにした局面で中立に戻しましたが、

期末にかけて同ゾーンを再びオーバーウェイト

としました。 

 

●当該投資信託のベンチマークとの差異について 
ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率

（0.5％）をわずかながらも下回りました。 

・この主な要因は、次の通りです。 

 

（マイナス要因） 

◎デュレーション 
・2016年１月末に日銀が「マイナス金利付き量的・

質的金融緩和」の導入を決定した局面で、デュ

レーションをベンチマーク対比で短めにしてい

たこと。 

 

◎債券種別構成 
・2016年１月末に日銀が「マイナス金利付き量的・

質的金融緩和」の導入を決定した局面で、一般

債をベンチマーク対比でオーバーウェイトとし

ていたこと。 

 

○今後の運用方針 
◎運用環境の見通し 
・雇用環境は着実に改善を続けていることや企業

の設備投資も緩やかな増加基調にあるものの、

個人消費が盛り上がりに欠けることや新興国を

中心とした海外景気の減速を受けて輸出が鈍化

していることから、本邦景気の回復は緩やかな

ものになると思われます。 

・「物価安定の目標」の実現に向けて、日銀は新

たな次元での金融緩和姿勢をもって臨むものと

思われ、国内金利は低位での推移を想定します。 

・国内事業債のスプレッドについては、日銀の社

債買入オペや投資家の資金余剰感などによる良
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好な需給環境を背景に概ね横ばい圏で推移し、

事業債は国債と異なりプラス利回りを維持でき

ると予想します。 

 

◎今後の運用方針 
・安定した利子収益確保をめざし、債券組入比率

は引き続き高位に維持する方針です。 

・ファンド全体のデュレーションは、短期金利は

横ばい圏で推移すると判断し、ベンチマーク対

比中立を基本に調整する方針です。 

・債券種別構成は、流動性や銘柄分散に留意しつ

つ、一般債の組入比率をベンチマーク比高めに

維持します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

― 23 ―

04_642833_添付ファンド.indd   23 2016/09/14   10:03:00



品 名：90003_968114_018_05_日本短期債券マザーファンド_640062.docx 

日 時：2016/9/1 16:31:00 

ページ：5 

 

 

― 5 ― 

日本短期債券マザーファンド

○１万口当たりの費用明細 (2015年７月23日～2016年７月22日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） そ の 他 費 用 0  0.000 (a)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ そ の 他 ） (0)  (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 0   0.000   

期中の平均基準価額は、11,123円です。  

 
（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2015年７月23日～2016年７月22日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
国債証券 － 1,502,428 

地方債証券 209,017 573,792 
特殊債券 1,472,728 2,071,317 
 (  100,000)

社債券 2,343,428 5,074,557 
 (  100,000)

 
（注） 金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

（注） ( )内は償還等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

（注） 社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2015年７月23日～2016年７月22日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 4,025 814 20.2 9,222 2,831 30.7

 
（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 

公社債 

利害関係人との取引状況 
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種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円
公社債 307 604 207 

 
 
 

 

種     類 買 付 額 

 百万円
公社債 700

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、アコムです。 
 
○組入資産の明細 (2016年７月22日現在) 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

金融債券 
200,000 201,120 8.1 － － 8.1 － 

(  200,000) (  201,120) ( 8.1) (－) (－) ( 8.1) (  －)

普通社債券 
2,100,000 2,138,504 86.0 － － 49.6 36.4 

(2,100,000) (2,138,504) (86.0) (－) (－) (49.6) (36.4)

合 計 
2,300,000 2,339,624 94.1 － － 57.7 36.4 

(2,300,000) (2,339,624) (94.1) (－) (－) (57.7) (36.4)
 

（注） ( )内は非上場債で内書き。 

（注） 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

 

利害関係人の発行する有価証券等 

国内公社債 
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(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
金融債券 ％ 千円 千円  
第284回信金中金債 0.4 100,000 100,795 2018/７/27 
第187号商工債券（３年） 0.16 100,000 100,325 2018/８/27 

小 計 200,000 201,120  
普通社債券   
第416回九州電力 0.661 100,000 100,245 2016/12/22 
第316回北海道電力 1.164 100,000 104,181 2020/６/25 
第17回積水ハウス 0.125 100,000 100,268 2018/４/20 
第10回セブン＆アイ・ホールディングス 0.15 100,000 100,362 2018/６/20 
第３回楽天 0.07 100,000 100,114 2019/６/25 
第28回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後特約付） 1.56 100,000 106,466 2021/１/20 
第６回りそな銀行（劣後特約付） 2.084 100,000 106,892 2020/３/４ 
第23回三井住友銀行（劣後特約付） 1.61 100,000 106,495 2020/12/17 
第14回みずほ銀行（劣後特約付） 2.14 100,000 106,351 2019/９/27 
第38回日産フィナンシャルサービス 0.001 100,000 99,941 2019/６/20 
第67回アコム 0.5 100,000 100,768 2019/６/６ 
第138回オリックス 1.69 100,000 101,865 2017/８/25 
第43回野村ホールディングス 0.454 100,000 101,098 2019/２/25 
第１回ファーストリテイリング 0.11 100,000 100,384 2018/12/18 
第16回フランス相互信用連合銀行 0.269 100,000 100,310 2018/10/15 
第12回ポスコ（2013） 0.93 100,000 100,214 2016/12/９ 
第23回ＧＥキャピタルコーポレーション 0.45 100,000 100,038 2016/９/20 
第９回ゴールドマン・サックス・グループ・インク 2.11 100,000 100,846 2016/12/28 
第９回モルガン・スタンレー 0.557 100,000 100,722 2018/５/22 
第17回ルノー 0.75 100,000 100,698 2018/11/26 
第11回現代キャピタル・サービシズ・インク 0.52 100,000 100,246 2017/10/30 

小 計 2,100,000 2,138,504  
合 計 2,300,000 2,339,624  

 
 
 

○投資信託財産の構成 (2016年７月22日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 2,339,624 94.1

コール・ローン等、その他 146,497 5.9

投資信託財産総額 2,486,121 100.0
 
 
 

 

― 26 ―

04_642833_添付ファンド.indd   26 2016/09/14   10:03:00



品 名：90003_968114_018_05_日本短期債券マザーファンド_640062.docx 

日 時：2016/9/1 16:31:00 

ページ：8 

 

 

― 8 ― 

日本短期債券マザーファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年７月22日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 2,486,121,914  

 コール・ローン等 42,105,762  

 公社債(評価額) 2,339,624,000  

 未収入金 100,544,000  

 未収利息 3,574,280  

 前払費用 273,872  

(B) 負債 21,513  

 未払解約金 21,466  

 未払利息 47  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 2,486,100,401  

 元本 2,227,561,699  

 次期繰越損益金 258,538,702  

(D) 受益権総口数 2,227,561,699口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,161円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 7,091,301,433円 

期中追加設定元本額 1,043,523,627円 

期中一部解約元本額 5,907,263,361円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.1161円です。 

 

○損益の状況 (2015年７月23日～2016年７月22日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 48,975,496  

 受取利息 48,987,093  

 支払利息 △     11,597  

(B) 有価証券売買損益 △ 22,461,820  

 売買益 8,316,000  

 売買損 △ 30,777,820  

(C) 保管費用等 △         30  

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 26,513,646  

(E) 前期繰越損益金 784,106,837  

(F) 追加信託差損益金 116,473,417  

(G) 解約差損益金 △668,555,198  

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 258,538,702  

 次期繰越損益金(Ｈ) 258,538,702  
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） (G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 

 

②期末における元本の内訳（当親投資信託を投資対象とする投資信託ごとの元本額） 

三菱ＵＦＪ グローバル・エコ・ウォーター・ファンド 8,887,168円 

地球温暖化対策株式ファンド 946,881円 

三菱ＵＦＪ 日本短期債券ファンド 57,865,739円 

日本短期債券ファンドＶＡ（適格機関投資家限定） 80,140,472円 

日本短期債券ファンド（適格機関投資家限定） 121,752,740円 

三菱ＵＦＪ 積立ファンド（日本バランス型） 1,515,568,042円 

三菱ＵＦＪ ＴＯＰＩＸ・ライト 442,400,657円 

合計 2,227,561,699円 

 
［ お 知 ら せ ］ 

信用リスクを適正に管理する方法を新たに定めるため（分散型に分類）、信用リスク集中回避のための投資制限の追加およびこれに伴う投

資制限の記載の変更を行うための、所要の約款変更を行いました。 

（2016年７月１日） 
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